
① 
第30号議案  

 

令和４年度茨城県一般会計補正予算案に対する意見について 

 

 

 令和５年第１回茨城県議会定例会に提出するため、上記議案（別紙）について、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第29条の規定に基づ

き知事から意見を求められたので、これに同意する。  

 

 

令和５年２月22日提出 

 

 

茨城県教育委員会教育長  森作 宜民    

 

 

 

（提案理由） 

  令和４年度の教育に関する予算について、令和４年度茨城県一般会計予算を補正し

ようとするものである。 
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令和５年２月２２日 
 
 

令和４年度最終補正予算額の概要 
 
 
１ 最終補正予算額 

   （単位：千円）   
年   度 現  計  予  算  ① 今 回 補 正 額 ② 最終予算額 ①＋② 

Ｒ ４ ２４２，５８３，７９３ ３，７３７，８８０ ２４６，３２１，６７３ 

Ｒ ３ 
（参考） ２５４，４１１，９９８ △４，０３７，９１２ ２５０，３７４，０８６ 

 
 
２ 今回補正の主なもの 
                                                   （単位：千円） 
 

課   名 事 業 名 今 回 補 正 額 補   正   内   容 
（ ）内 は 増 減 

 
総  務  課 

 
退 職 手 当 費 

 
   ５１８,９７８ 

 
○決算見込みによる増 
 20,261,460 千円→20,780,438 千円 (518,978 千円) 
 ・定年   742 人→   751 人（   ＋ 9 人）     141,911 千円 
 ・勧奨   113 人→   138 人（   ＋25 人）    542,841 千円 
 ・普通 2,814 人→   740 人（△2,074 人）  △165,774 千円 

 
総 務 諸 費 

 
   △５８，３０５ 
 
 

 
○スクール・サポート・スタッフの勤務日数・通勤費の実績によ

る減 
299,220 千円 → 264,330 千円 (△34,890 千円) 

○新型コロナウイルスの影響による事業中止・出張減による減 

 ・永年勤続感謝状贈呈式 3,323 千円→504 千円 (△2,819 千円) 

 ・国際研修  1,353 千円 →    0 千円  (△1,353 千円) 

・旅  費  5,799 千円 → 1,900 千円 (△3,899 千円) 

 
 
財  務  課 
 

 
教 職 員 給 与 費 
教 職 員 旅 費 

 
５,００８，１７６ 

 
 
 
 
 
 

 
○決算見込みによる給与費等の増 
小学校 76,965,783 千円 → 80,108,664 千円 ( 3,142,881 千円 ) 
中学校 43,524,336 千円 → 43,948,297 千円 ( 423,961 千円 ) 

高等学校 40,352,726 千円 → 41,770,449 千円 ( 1,417,723 千円 ) 
特別支援 20,141,585 千円 → 20,391,806 千円 ( 250,221 千円 ) 

計 180,984,430 千円 → 186,219,216 千円 ( 5,234,786 千円 ) 
・給与改定に伴う実績増等          約 38 億円 

・共済費の実績増              約 15 億円 

○新型コロナウイルスの影響による旅費執行額の減 

 小中高特計 1,027,406 千円 → 800,796 千円     (△226,610 千円) 

 
高 等 学 校 
施 設 整 備 費 

 
 

△２３，３２６ 
 

 

○国庫支出金返還に伴う増及び大規模改修工事等の契約差金に

よる減 

・校舎等整備費（高校） 

  1,748,798 千円 → 1,753,652 千円  (4,854 千円) 

・県立学校施設長寿命化推進事業費（高校） 

  2,608,543 千円 → 2,580,363 千円  (△28,180 千円) 

 

 
特 別 支 援 学 校 
施 設 整 備 費 
 

 
△５９，６０９ 

 
 

 
○大規模改修工事等の契約差金等による減 
・校舎等整備費（特別支援） 
  618,050 千円 → 577,742 千円 (△40,308 千円) 

・県立学校施設長寿命化推進事業費（特別支援） 

  571,000 千円 → 551,699 千円 (△19,301 千円) 
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                                                        （単位：千円） 

課   名 事 業 名 今 回 補 正 額 補   正   内   容 
（ ）内 は 増 減 

 
生 涯 学 習 課 
 

 
生涯学習推進費 

 
△１６，１７６ 

 

 

○新型コロナウイルスに伴う事業規模の縮小による補助金の減及

び決算見込みによる減 

   71,370 千円 → 55,194 千円（△16,176 千円） 

 
文 化 課 
 

 
文 化 施 設 整 備 費 

 
△２４，５９６ 

 

○美術館・博物館改修工事等の契約差金による減 

  356,617 千円→ 332,021 千円（△24,596 千円） 

  

 
教 育 改 革 課 
 
 

 
教育情報ネット
ワーク事業費 

 
△８２，７３２ 

 

○決算見込みによる減 

590,831 千円 → 508,099 千円（△82,732 千円） 

・回線構成見直しによる通信料の減 

・教育情報 NW 運用保守等の契約差金による減 

 
県立学校先端技
術活用教育推進
事業費 

 
△２６，４９３ 

 

○決算見込みによる減 

181,754 千円 → 155,261 千円（△26,493 千円） 

・県立中学中等向け ICT 機器購入の契約差金による減 

・端末購入補助対象数の減 950 人→488 人（△462 人） 

 

 
情報教育等推進
整備費 

 
△５７，３０８ 

 

○決算見込みによる減 

423,854 千円 → 366,546 千円（△57,308 千円） 

・教育用コンピュータ賃貸借等の契約差金による減 

 
義 務 教 育 課 
 
 

 
少人数教育充実 
プ ラ ン 推 進 費 
 

 
△２２４，８０６ 

 
 

 
○非常勤講師配置人数及び勤務日数の減による報酬等の減 
  1,255,762 千円→1,030,956 千円 (△224,806 千円) 
 ・非常勤講師配置数の減：271 人→203 人（△68 人） 

 
高 校 教 育 課 

 
プログラミング・
エ キ ス パ ー ト 
育 成 事 業 費 
 

 
△１５，６１０ 

 

○オンライン学習教材提供に係る契約差金による減 

  43,737 千円→28,127 千円（△15,610 千円） 

 

 
大 学 進 学 率 
ア ッ プ 
プ ロ ジ ェ ク ト 
事 業 費 
 

 
△４３，８２４ 

 

○業務委託費の契約差金による減 

  82,101 千円→38,277 千円（△43,824 千円） 

 
特別支援教育課 

 
特 別 支 援 学 校 
ス ク ー ル バ ス 
運行業務委託費 

 
△１１２，８９４ 

 
 

 
○運行業務委託費の契約差金による減 
   1,729,362 千円 → 1,616,468 千円 (△112,894 千円) 

 

 
保 健 体 育 課 

 
国 民 体 育 大 会 
派 遣 費 
 

 
△４８，００２ 

 
 

 

○国民体育大会本大会における派遣人数減による補助金の減 

    132,252 千円 → 84,250 千円（△48,002 千円） 

 
※その他の主なもの 

 
①公立高等学校等就学支援金事業費（財務課）△ 403,737 

（5,239,160 千円→4,835,423 千円） 
・支給対象者の減：45,191 人→43,119 人（△2,072 人） 

 
②公立高等学校等奨学給付金事業費（財務課） △ 110,452 

（806,268 千円→ 695,816 千円） 
・支給対象者の減：6,848 人→5,827 人（△1,021 人） 

 
③若手教員研修実施費（義務教育課）      △ 39,831 

（440,833 千円→ 401,002 千円） 
・非常勤講師配置人数及び勤務日数の減： 

                 428 人→389 人（△39 人） 

 

 
④いじめ問題対策推進事業費（義務教育課）   △ 19,982 

（44,878 千円→ 24,896 千円） 
  ・SNS 相談業務委託の契約差金による減 
                   
⑤運動部活動地域連携再構築事業費（保健体育課）  △ 32,567 

（108,451 千円→ 75,884 千円） 
  ・部活動指導員の活用減（週休週 2 日実施→週 1 日実施等） 

 

⑥学校給食等物価高騰対策事業費（保健体育課）    △ 5,947 
【９月補正】（16,325 千円→ 10,378 千円） 

  ・学校給食物価高騰分の市町村対応による補助の減 
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〇　教育費 　　　　　（単位：千円）

総 務 課 27,313,321 436,828 27,750,149

財 務 課 201,485,678 4,305,945 205,791,623

生 涯 学 習 課 1,329,461 △ 24,542 1,304,919

文 化 課 2,216,123 △ 37,824 2,178,299

教 育 改 革 課 1,481,087 △ 186,331 1,294,756

義 務 教 育 課 2,600,449 △ 329,320 2,271,129

高 校 教 育 課 2,394,528 △ 139,130 2,255,398

特別支援教育課 1,902,466 △ 128,290 1,774,176

保 健 体 育 課 1,860,680 △ 159,456 1,701,224

教 育 費 計 242,583,793 3,737,880 246,321,673

令和４年度 最終補正予算要求額一覧（教育庁計）

課　　　　名 現計予算額 補正額 補正後予算額
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②  
第31号議案  

 

令和５年度茨城県一般会計当初予算案に対する意見について 

 

 

 令和５年第１回茨城県議会定例会に提出するため、上記議案（別紙）について、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第29条の規定に基づ

き知事から意見を求められたので、これに同意する。  

 

 

令和５年２月22日提出 

 

 

茨城県教育委員会教育長  森作 宜民   

 

 

 

（提案理由） 

 令和５年度の教育に関する予算について、令和５年度茨城県一般会計当初予算案に

計上しようとするものである。 
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１　令和５年度当初予算額 （単位：千円）

※  教育費：他部局予算を除く。

２　予算の推移 （単位：千円）

※  教育費：他部局予算を除く。

３　各課の主要事業 （単位：千円）

課 （室） 名 事　　　　　業　　　　　名

IBARAKIドリーム・パス事業

次世代グローバルリーダー育成事業

予算額

17,766 生涯学習課

56,712 

文化課 美術館・博物館展示事業

19.4% 18.9%22.2%教 育 費 の 割 合 22.0%

県予算
予  算  額 1,135,713,467 1,162,917,015 

△ 1.3%

1,295,178,396 1,281,679,142 

対前年度比 2.2％ 2.4％ 11.4％ △ 1.0%

教育費

予  算  額 255,752,221 251,057,747 251,686,022 241,858,171 

対前年度比 △ 1.8% △ 3.7%1.6%

区　　　　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

内
訳

人 件 費 212,493,297 205,997,550 △ 6,495,747 △ 3.1%

そ の 他 29,364,874 30,392,748 1,027,874 3.5%

対令和４年度比較

当初予算額 ① 当初予算額 ② 増減額(②－①) ③ 伸率 ③／①

教 育 費 241,858,171 236,390,298 △ 5,467,873 △ 2.3%

18.3%

令和5年2月22日

令和５年度

236,390,298 

△ 2.3%

1,292,193,509 

0.8%

令和５年度一般会計当初予算案の概要

区　　　　　分
令和４年度 令和５年度

計 673,575 

運動部活動地域連携再構築事業 218,595 
保健体育課

小学校口腔衛生推進事業 2,581 

高校教育課

フリースクール連携推進事業 16,600 
義務教育課

プログラミング・エキスパート育成事業 46,844 

231,358 

教育改革課 公立学校教員採用試験費 83,119 
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◯　教育費 　（単位：千円）

令和５年度当初予算  課別一覧

課　　　　名
Ｒ４当初予算

Ａ
Ｒ５当初予算

Ｂ
増　減

Ｃ （Ｂ－Ａ）

総 務 課 15,764,88127,313,321

伸び率
（Ｃ／Ａ）

△42.3%

高 校 教 育 課

特別支援教育課

保 健 体 育 課

教 育 費 計

財 務 課

生 涯 学 習 課

教 育 改 革 課

文 化 課

義 務 教 育 課

200,967,080

1,303,694

1,481,087

2,144,205

2,600,449

1,775,101

2,394,528

1,878,706

△ 11,548,440

5,728,232

24,257

△ 369,977

164,078

△ 199,625

△ 5,467,873236,390,298

2,115,887

2,232,753

2,433,297

241,858,171

38,769

354,047

2,400,824

2,308,283

1,111,110

206,695,312

1,327,951

340,786

1.6%

18.8%

19.2%

△2.3%

2.9%

1.9%

△25.0%

7.7%

△7.7%
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第 33号議案                                    ④ 
 

「茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標」の改訂について 

 

 

 上記のことについては、教育公務員特例法（昭和 24年法律第１号）第 22 条の３第１項の規定に基づ

き、平成 30 年２月 20 日に策定した本県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標を別

添のとおり改訂する。 

 

令和５年２月 22 日提出 

 

 

茨城県教育委員会教育長  森作 宜民   

 

 

（提案理由） 

教育公務員特例法（昭和 24 年法律第１号）第 22条の３第１項の規定に基づき、本県公立の小学校等

の校長及び教員の資質の向上に関する指標を改訂しようとするものである。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する育成指標の改訂について

１ これまでの経緯（指標策定～指標の評価）

令和５年２月22日
教 育 改 革 課

２ 教員育成指標改訂の流れ（令和４年度～令和５年度以降）

■令和４年８月31日付け文科省通知

教員育成指標の策定に関する指針の改正

改正大臣指針の主なポイント
↓

教師に共通に求められる
資質能力の５つの柱

① 教職に必要な素養
② 学習指導
③ 生徒指導
④ 特別な配慮や支援を必要とする子供へ
の対応

⑤ ＩＣＴや情報・教育データの利活用

■令和４年10月３日

「教員資質向上協議会」を実施

改訂原案の検討

（県内６大学、各校長会等）

■主な改訂の具体

・「校長」指標を新たに策定

共通の特記事項から独立

・茨城らしさ［特出し］

① 探究的な学び ② 特別活動

・新たな職制を特記事項に追加

副校長、教頭、主幹教諭、

指導教諭 幼稚園教諭

■令和５年２月22日

定例教育委員会において改

訂指標を審議、議決予定

■令和５年４月から

「対話に基づく受講奨励」

の基礎資料として活用

・校長の助言

・教員自らが学び続ける

■県教育研修センター及び

水戸市の研修計画に反映

■令和元年度 新学習指導要領

「探究的な学び」「ＩＣＴ活用」

大転換が求められる
↓
これまでの教師像ではついて

いけない

■令和３年１月 中央教育審議会

「『令和の日本型学校教育』

の構築を目指して」
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① 令和答申、改正大臣指針で示された「個に応じた指導」と「協働的な学び」を一体的に充実させること、
また、教師自身が「個別最適な学び」と「協働的な学び」を教職人生を通じて行うといった視点を全職に
おいて付加

② 「校長 特記事項」を「教諭等【共通】」から独立し、「校長」の指標を新設
③ これまで校長の特記事項に準じていた「副校長・教頭」の特記事項を新設
④ 今後継続的に登用が見込まれる新たな職である「主幹教諭」「指導教諭」の特記事項を新設
⑤ これまで育成指標モデルとしていた「幼稚園教諭等」の教員育成指標を新設
⑥ 全ての校種を対象とした教諭等「共通」の教員育成指標に、特別支援教育において必要となる高度な専
門性を規定するため「特別支援学校・特別支援学級等」の項目を新設

３ 教員育成指標改訂の新たな視点

○ 児童生徒を取り巻く環境の変化を的確に捉え、教育の在り方を熟考したり、改革を果断に行ったりして
学校経営に当たることができるようになること

○ 人的・物的・財政的・情報的な資源が必要かを考えて予算を立て、執行することができるようになること
○ 教員が高い意欲をもって自己研鑽に努められるよう、教員一人一人に指導・助言ができるようになること
○ 教職員の心身の健康管理に努めるなど、教職員のワークライフバランスに関する指導・助言ができるよう
になること 等

校長

○ 教職に必要な素養として、ダイバーシティに関する知識やコンプライアンス意識を持ち、教育活動に取り
組むことができるようになること

○ 児童生徒の探究的な学びや自治的な取組が重要であることを理解して、指導ができるようになること
○ 特別な配慮を必要とする児童生徒を支援するため、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、特別支
援教育に関する高い専門性をもって指導ができるようになること

○ ＳＣやＳＳＷ等の専門家の助言を生かしたり、学校がチームとして支援に当たることが重要であると理解
して、児童生徒を理解したり支援したりすることできるようになること 等

教諭等【共通】
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○ 養護教諭については、学校保健の全ての分野において専門性を高めるとともに、関係者と広く連携し、組

織的対応の中で中核的役割を果たせるようになること

○ 栄養教諭については、食に関する指導及び学校給食の管理の全ての分野において専門性を高めるとともに、

関係者と広く連携し、組織的対応の中で中核的役割を果たせるようになること

養護教諭・栄養教諭

○ 教職に必要な素養として、ダイバーシティやコンプライアンスの意識を持ち教育活動に取り組むことがで
きるようになること

○ 幼児期の教育の基本を踏まえた実践を通して、幼児期にふさわしい生活を送るために必要な関わりや援助
ができるようになること

幼稚園教諭等

主幹教諭・指導教諭

○ 主幹教諭ついては、管理職と同様の視点を持って学校経営・教育実践の中核的役割を果たさなければなら
ないことから、様々な分野でマネジメント力を身に付けるとともに教育活動を俯瞰することができるように
なること 等

○ 指導教諭については、学習指導や学級経営のエキスパートとして教職員に指導・助言することが重要な役
割となることから、特にカリキュラムマネジメント、スタッフマネジメント等の力を身に付け、教職員を育
成することができるようになること 等

副校長・教頭

○ 学校経営、教育実践のスクールリーダーとして、校長を補佐して教職員を協働させる重要な役割を果た
さなければならないことから、様々な分野でマネジメント力を身に付けるとともに、校長と同様の視点を
持って学校経営を俯瞰することができるようになること

○ 全教職員の実態を把握し、教職員どうしが協働しながら学び合う場としての教職員組織をつくることが
できるようになること 等
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標 
 

校   長  

                                                                  令和５年２月 

項  目 指    標 

① 学校経営 

※学校組織マネジメント 

□ 児童生徒や学校を取り巻く環境の変化を的確に捉え、法令や国・県・市町村の教育施策を踏まえた上で、教育の在り方を熟慮し、改革を果断に行うことができる。 

□ 学校の教育目標について、学校の実態を踏まえ、教職員、児童生徒、保護者、地域の方々と連携しながら適切に作成し、公表することができる。 

□ 学校の教育目標達成へ向け、研究体制を含む必要な組織体制を整備し、教職員を牽引することができる。 

□ 学校の教育目標については、達成状況を常に検証し、結果を公表するとともに、それを踏まえて見直しを行うことができる。 

② 学校管理 

※リスク・マネジメント 

クライシス・マネジメント 

□ 日頃から、災害や学校事故等に備えて緊急時の安全・救急体制を整備し、防止のための諸行動を計画的・効果的に教職員に指導・助言することができる。 

□ 災害や学校事故等の不測の事態に対して、冷静かつ迅速に判断・指示し、教職員に組織的な行動をとらせることができる。 

□ 学校運営にあたり、教職員とともに、どのような人的・物的・財政的・情報的な資源が必要かを考えて予算を立て、効果的・効率的に執行することができる。 

③ 教育計画 

※カリキュラム・マネジメント 

□ 学校の教育目標の実現のため、児童生徒の実態に基づいて、適切な教育課程を編成し、教職員に指導・助言をすることができる。 

□ 学校の教育目標の実現のため、教科・領域ごとの教育計画を立案し、教育活動を効果的に実践することができる。 

④ 人材育成及び服務監督 

□ 児童生徒の能力の開発のために、教員が高い意欲をもって自己研鑽に努められるよう、教員一人一人の実態を把握しながら適切な指導・助言をすることができる。 

□ 教職員集団が、日々の教育実践を通して、お互い協力し高め合いながら、教育活動を進める学び合いの場となるよう、教職員を支えることができる。 

□ 法令遵守について高い意識をもち、自らが模範を示すことにとどまらず、教職員全員にコンプライアンス意識を定着させることができる。 

□ 教員がより高いパフォーマンスを発揮できるよう、勤務時間を適切に把握し業務の軽減を図るなど、働き方改革を進めることができる。 

□ 教職員の心身の健康管理に努めるなど、教職員のワークライフバランスに関して適切な指導・助言をすることができる。 

⑤ 連携・協力体制の構築 

□ 特別な配慮を必要とする児童生徒に対して適切な指導が行えるよう、関係機関と連携・協力体制を構築するとともに、教職員に指導・助言をすることができる。 

□ 開かれた学校づくりを推進するため、様々な方法で、学校のビジョンや教育活動の実態についての情報を発信することができる。 

□ 家庭や地域社会からの信頼と連携・協働の意識を得ることができるよう教職員に指導・助言をすることができる。 

⑥ 職務遂行能力 

□ 学校の最高責任者として、高い使命感と誠実、公正、公平の意識を備えるとともに、自らの言動を絶えず省察し、校長職としての自己研鑽に努めることができる。 

□ 豊かな経験と広い視野に基づき、児童生徒の成長を考え、校長としての考えを児童生徒・保護者・教職員等に説得力をもって伝え、行動の変容を促すことができる。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標  共 通 
 

※共通の対象：教諭（講師含む）、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、養護教諭、栄養教諭                                   令和５年２月 

※小：小学校・義務教育学校前期課程、中：中学校・義務教育学校後期課程・中等教育学校前期課程、高（・高校）：高等学校・中等教育学校後期課程 
 

《 Ⅰ 基本的資質 》 

■１ 教職に必要な素養   ※第１期〜第４期 …教員のキャリアを、経験年数を基に４期に分類 

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（１）社会人として 

□ 人間性が豊かで、言葉遣い、あいさつ、礼儀等の備えておくべきマナーをもって行動することができる。 

□ ダイバーシティに関する知識があり、人権感覚を持って寛容の精神で人と接することができる。 

□ 飲酒運転・性犯罪・暴力等についてコンプライアンス意識をもち、社会人として自分を律することができる。 

□ 相手を尊重し、コミュニケーション力を生かして、良好な対人関係を構築することができる。 

□ 働き方改革の意識をもち、タイムマネジメント及びストレスマネジメントに配意し、心身の健康の維持・増進に自ら努めることができる。 

（２）教員として 

□ 子供が好きで、一人一人の子供の捉え方が異なることを理解し、一方的でなく、個々の子供に寄り添った関係づくりができる。 

□ 学習指導に際し、子供の既知等のレディネスを把握した上で、教材の選択や効果的な指導・支援方法を工夫することができる。 

□ 自身の経験した過去より子供たちが生きる未来に目を向けて、キャリア形成につながる学びを提供できるよう、研修を重ねることができる。 

□ ニーズが多様化する児童生徒や保護者等に柔軟に対応するとともに、困難な場合には上司や同僚から援助を受けて解決することができる。 

□ 教育者として厚く信頼されるに足るコンプライアンス意識を有し、高い使命感をもって教育活動に勤しむことができる。 

□ 教職員組織の一員として、カリキュラム・マネジメントに基づき、他の職員と協働し、実践と研修を続けることができる。 

 

《 Ⅱ 専門職としての教員に求められる力量 》 

■２ 児童生徒の主体的・対話的で深い学びを支える授業力   ※ 学力の三要素 …「知識・技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「主体的に学習に取り組む態度」 

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（１）学習指導要領の理解等     

□ 学習指導要領の主な目標を理 

解している。 

□ 学力の三要素のそれぞれを育

む重要性を理解している。 

□ 教科・学年・分掌部の目標にお

ける、指導内容、指導方法を理解

している。 

□ 学力の三要素の育成を目指し

ての指導ができる。 

□ 学習指導要領の内容の系統性（学年間、教科間、校種間）を理解して 

いる。 

□ 学力の三要素を育むために効果的な指導ができる。 

□ 学習指導に、積極的に外部人材（専門家）等を活用できる。 

□ 学習指導要領の内容の系統性

を深く理解し、他の教員に指導・

助言できる。 

□ 学力の三要素の育成について、

他の教員に指導・助言できる。 

（２）授業の展開     

□ 授業（単元）を成立させるため

の要件（学習課題や評価規準の設

定、評価方法等）を理解している。 

□ 身に付けさせたい力に応じて

教材を選択することが重要であ

ると理解している。 

□ 対話・体験・協働の場面を設定

することが重要であることを理

解している。 

□ 児童生徒の実態に応じた評価

基準を設定することができる。 

□ 本時の目標を達成させる授業

をすることができる。 

□ 単元のまとめの時間に学習の

リフレクションを取り入れるこ

とができる。 

□ 単元の中で、児童生徒の対話・

体験・協働の場面を取り入れるこ

とができる。 

□ 単元の評価規準を適切に設定した上で指導計画を作成し、「導入・展

開・まとめ」のつながりを考えて授業を実践できる。 

□ 単元のまとめの時間にリフレクションを取り入れて、単元目標の達

成状況を分析し、次の単元の指導に生かすことができる。 

□ 単元目標の達成状況を評価する当たり、学習成果を表現・発信する場

を設けることができる。 

□ 学習内容に応じて、児童生徒が自ら対話・体験・協働の学び方を選択

できるような場面を設けることができる。 

□ 個々の教員の授業の実態を把

握し、適切な指導・助言を行うこ

とができる。 

□ 単元における、児童生徒の対

話・体験・協働の場面に関して、

教員に指導・助言を行うことがで

きる。 
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■２ 児童生徒の主体的・対話的で深い学びを支える授業力   ※ ＨＲ：ホームルーム（高）、「道徳」：「特別の教科 道徳」（小・中） 

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（３）教育課程、主体的・対話的で深い学び 

□ 学習課題、評価規準の設定の重

要性を理解している。 

□ 各教科・領域の役割を理解し、

指導することができる。 

□ 各教科・領域の目標に照らし、

育みたい資質・能力の定着状況を

把握している。 

□ 把握した定着状況を基に、指導

を改善することができる。 

□ 教育課程編成表の内容を理解

している。 

□ 学校全体の指導計画を推進す

るための体制づくりを担うこと

ができる。 

□ カリキュラム・マネジメントを

担い、教育課程の編成及び年間指

導計画の作成を中心となって推

進することができる。 

□ 授業の立案に、主体的・対話的

で深い学びの視点を取り入れる

ことが重要であることを理解し

ている。 

□ 授業を計画し、実践することが

できる。 

□ 思考力、判断力、表現力等を育

成することができる。 

□ 思考力、判断力、表現力等の育

成について、若手教員に助言する

ことができる。 

□ 教員の授業改善に向けた組織

体制を構築することができる。 

（４）探究的な（課題解決重視の）学び、ＩＣＴの活用  

□ 社会の急激な変化に対応する

ため、児童生徒が自ら問題を発見

し、考え、他者と協働し、試行錯

誤しながら解決に向けて行動す

る人材を育むための探究的な（課

題解決重視の）学びが重要である

ことを理解している。 

□ 探究的な学びを軸とした授業

を実践することができる。 

□ 児童生徒が疑問点を表明でき

る場面を設けることができる。 

□ 探究的な学びを軸とした授業

を工夫して実践できる。 

□ 児童生徒が疑問点の解決に向

けて試行錯誤できる場面を設け

ることができる。 

□ 探究的な学びを軸とした授業

を実践し、公開できる。 

□ 探究的な学びをとおして、児童

生徒が自ら次なる課題を想起す

る授業を実践することができる。 

□ 探究的な学びについて、児童生

徒が自ら課題を見つけ、年間を通

じて疑問を持ち続ける学習がで

きるよう教員に指導・助言するこ

とができる。 

□ ICT活用の最新の知識及び技術

を理解している。 

□ 授業における ICT 活用の意義

や方法を理解している。 

□ 個別最適な学びと協働的な学

びを充実させるために、ICT を活

用した授業を実践することがで

きる。 

□ 個別最適な学びと協働的な学

びを充実させるために、ICT を活

用した授業を実践し効果を上げ

ることができる。 

□ ICT を活用した教科指導を積極的に推進し、教員に指導・助言するこ

とができる。 

（５）特別活動（シティズンシップ教育等）    

□ 子どもの権利条約に掲げられ

た意思決定・意見表明に係る教育

の必要性を理解している。 

□ よりよい社会の創造に貢献す

る市民となる資質を育む教育の

重要性を理解している。 

□ 学級会・ＨＲ活動において、係

活動や役員選挙、ルールづくりな

ど、児童生徒の意思決定・意見表

明の機会を設けることができる。 

□ 学年行事・学校行事等におい

て、学級・ＨＲや学年の意見を集

約し、反映させる自治的な取組を

企画・実践し、望ましい集団づく

りを推進できる。 

□ 児童会・生徒会活動等におい

て、学年等の意見を集約し反映さ

せる体制づくりやリーダー育成

を中心となって推進することが

できる。 

□ 地域と連携して、自治体等の社

会の体験的活動への参画を促進

することができる。 

□ 自治的な取組について、他の教

員に指導・助言することができ

る。 

（６）道徳教育     

□ 道徳教育の目標を理解してい

る。 

□ 道徳教育は、小・中では「道徳」、

高では「公民科」・「特別活動」を

要として、学校の教育活動全体を

通じて行うものであることを理

解している。 

□ 小・中では「道徳」において、

協働的な学びを取り入れた授業

を構想し、実践することができ

る。 

□ 小・中では「道徳」において、

協働的な学びの充実を図った授

業を展開することができる。 

□ 小・中では「道徳」において、

協働的な学びの充実を図った授

業を公開することができる。 

□ 小・中では、「道徳」における協

働的な学びを取り入れた効果的

な指導法を、他の教員に指導・助

言することができる。 

□ 高校では各教科・科目等におい

て、協働的な学びを取り入れた道

徳教育に係る授業を構想し、実践

することができる。 

□ 高校では各教科・科目等におい

て、協働的な学びの充実を図った

道徳教育の授業を展開すること

ができる。 

□ 高校では、道徳教育に係る授業

等の取組を公開することができ

る。 

□ 高校では、各教科・科目等にお

ける道徳教育の実践について、他

の教員に指導・助言することがで

きる。 
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■３ 児童生徒を理解し支援する力 

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（１）子供の心身の発達への理解     

□ 児童生徒の心身の発達に関す

る知識を身に付けている。 

□ 児童生徒の行動の背景を把握

することが重要であることを理

解している。 

□ 児童生徒の行動を多面的にア

セスメントし、面談等をとおし

て、行動の背景等を把握すること

ができる。 

 

□ ＳＣやＳＳＷ等の助言を、児童

生徒の行動やその背景等のアセ

スメントに生かすことができる。 

 

□ ＳＣやＳＳＷ等の助言を生か

して、アセスメントの方法等を改

善し、校内で共有することができ

る。 

 

□ アセスメントの方法等の改善

やＳＣ・ＳＳＷ等の活用につい

て、教員に指導・助言することが

できる。 

（２）チーム支援 

□ 困難等を抱えた児童生徒に対

しては、チームとして支援に当た

ることが重要であることを理解

している。 

□ 所属する学年等の教員と、情報

を共有することができる。 

□ 学年等のチームで決定した支

援策を一員として適切に実践す

ることができる。 

□ 学年等のチームの会議におい

て、支援策を提案することができ

る。 

□ 学年等のチームにおいて、中心

となって支援策を推進すること

ができる。 

（３）教育相談 

□ 基本的な理論や意義を理解し

ている。 

□ 公平かつ受容的・共感的な態度

で児童生徒と関わることができ

る。 

□ 児童生徒との丁寧な関わりを

心がけ、信頼関係を築くことがで

きる。 

□ カウンセリングマインドを身

に付け、よりよい人間関係づくり

に努め、児童生徒や保護者と信頼

関係を築くことができる。 

 

□ カウンセリングマインドを生

かして児童生徒や保護者に寄り

添った対応ができる。 

 

□ 学校や関係機関等と保護者の

連携の在り方について、教員に指

導・助言することができる。 

 

（４）いじめ対応      

□ いじめはどの子供にも、どの学

校でも起こりうるということを

理解している。 

□ 法に示すいじめの定義を理解

している。 

□ 法が示すいじめ対応の手順を

理解し、組織の中において実践で

きる。 

□ 法が示すいじめの未然防止に

係る様々な取り組みについて計

画し、実践できる。 

□ いじめの未然防止や解消に向

け、専門家を活用して取り組むこ

とができる。 

□ いじめの未然防止と解消に関

する幅広い知識をもち、解決へ向

けた校内のチーム支援の中心的

な役割を担うことができる。 

□ 解決や支援の過程・結果を検証

し、未然防止へ向けて教員に指

導・助言することができる。 
□ 校内暴力、児童虐待等のいじめ

以外の学校における生徒指導上

の諸課題を理解している。 

 

□ 児童生徒を支援するチームの

一員として、自分の役割を理解

し、教職員間の連携方法を身に付

けることができる。 

 □ 専門家や関係機関等との連携

や校内の協力体制の整備に積極

的に関わることによって、児童生

徒や保護者等を指導・支援するこ

とができる。 

（５）キャリア教育      

□ キャリア教育の意義や基礎的

な知識を理解している。 

□ キャリア教育で育成すべき諸

能力を理解し、キャリア教育を実

践することができる。 

□ キャリア教育で育成する基礎的・汎用的能力が身に付くよう、個に応

じた適切な指導を行うことができる。 

□ キャリア教育の全体計画・指導

計画を作成することができる。 

□ 計画に沿った教育活動を教員

に指導・助言することができる。 
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■４ 特別な配慮を必要とする児童生徒を支援する力       

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（１）特別支援学校・特別支援学級・通級による指導    

□ インクルーシブ教育の理念を

踏まえた特別支援教育に関する

基礎的な知識を身に付けている。 

□ 自立活動の指導に当たっては、

個々の障害の状態や、発達段階等

に応じて行うことが重要である

ことを理解している。 

□ 各教科等の学習指導において 

は、自立活動と密接な関連がある 

ことを理解している。 

□ 適切な実態把握の下、「個別の

教育支援計画」、「個別の指導計

画」について、作成の意義を理解

した上で、立案し、実践すること

ができる。 

□ 効果的な指導形態・指導方法を

工夫することができる。 

□ 保護者や関係機関、教員との連

携を図ることができる。 

□ その上で、個々の自立と社会参

加を見据えた「個別の教育支援計

画」、「個別の指導計画」を立案し、

指導や支援に生かすことができ

る。 

□ 他の教員に特別支援教育の視

点に基づいた適切な助言を行う

など、校内で中心的な役割を担う

ことができる。 

□ 校種間の円滑な接続による一

貫した教育支援や、保護者や地

域、関係機関と連携した支援体制

の構築を中心となって推進でき

る。 

□ 上記について、他の教員に必要

な助言を行うことができる。 

《特別支援学校》 

□ 幼児教育施設、小・中・高校等に対し、対象幼児児童生徒への指導・支援に関して助言・援助することがで

きる。 

（２）（１）以外における特別支援教育    

□ すべての学校・学級に対象児童

生徒が在籍していることを理解

している。 

□ 特別支援教育の基礎的な知識

を理解している。 

□ 「個別の教育支援計画」、「個別

の指導計画」を活用し、個に応じ

た指導や必要な支援を行うこと

ができる。 

□ 特別支援学級の担任と連携を

図りながら、当該児童生徒に対し

て適切な指導ができる。 

□ 管理職や特別支援教育コーデ

ィネーターと連携を図りながら、

他の教員に対し、特別支援教育の

視点に基づいた適切な助言を行

うことができる。 

□ 校種間の円滑な接続による一

貫した教育支援や、保護者や地

域、関係機関と連携した支援の体

制構築を中心となって推進する

ことができる。 

□ 上記について、他の教員に必要

な助言を行うことができる。 

 

■５ 学級・学年の経営と学校の運営に関する力 

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（１）学級・学年の経営 

□ 学級（ＨＲ）経営に当たっては、

児童生徒の人間関係づくりや集

団づくり、児童生徒の自治的な能

力を育成することが重要である

と理解している。 

□ 学校及び学年の組織目標を理

解し、学級（ＨＲ）経営を行うこ

とができる。 

□ 児童生徒の自治的能力を把握

し、学級（ＨＲ）経営に生かすこ

とができる。 

□ 学級や集団の状況及び課題を

把握できる。 

 

□ 児童生徒の自治的能力に応じ

て、学級（ＨＲ）運営を担わせる

ことができる。 

□ 保護者との信頼関係を基に協力体制を構築して、円滑な学年経営を行

うことができる。 

□ 児童生徒の好ましい人間関係づくり等、学年や学級（ＨＲ）経営につ

いて教員に指導・助言することができる。 

□ 児童生徒の自治的な能力を引き出すとともに、学年運営や学級（ＨＲ）

運営の中心に据えて教育活動を行うことができる。 

（２）学校組織マネジメント     

□ 大学等において、サークルや団

体活動等の運営に主体的に関わ

ることができた。 

□ 学校組織の特徴や役割を理解

している。 

 

□ 学校教育目標を理解し、所属組

織の目標達成に向け業務に当た

ることができる。 

□ 学校教育目標を達成するため

に、所属組織の行事等について、

企画・実行・検証・改善を行うこ

とができる。 

□ 学校教育目標の実現に向け、個々の教員の特性を把握した上で、教員

に指導・助言するとともに、学校外部との協力体制を構築することがで

きる。 

□ 学校教育目標を達成するため

に、他の教員と連携することがで

きる。 

□ 所属組織が主管する行事等に

おいて、教職員の協働体制を構築

することができる。 

□ 家庭や地域社会、関係機関と連携するなど、学校内外の教育資源を活

用し、学校の全体計画の立案・実行・評価・改善を行うことができる。 
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■５ 学級・学年の経営と学校の運営に関する力 

採用時の姿 

第１期（形成期）１～５年 第２期（成長期）６～11 年 第３期（発展・充実期）12～23 年 第４期（貢献・深化期）24 年～ 

授業力・児童生徒理解の向上 教科・教職の専門性の向上 
校務分掌等の企画調整、 

若手教員への支援 

学校運営への貢献、 

若手・中堅教員への支援 

（３）リスクマネジメント     

□ 学校における子供の安心・安全

を常に意識し、対応すべきである

と理解している。 

□ 安全指導や防災教育等、児童生

徒の安全の確保に向けて適切な

指導ができる。 

□ 事故発生時に的確な判断及び

迅速な対応を行うことができる。 

□ 情報モラル、情報セキュリティ

に関する最新の知識・技術を理解

することができる。 

□ 安全指導や防災教育等の実施を計画し、児童生徒の安全の確保に努め、教員に指導・助言することができ

る。 

□ 情報モラル、情報セキュリティに関する最新の知識・技術を理解し、指導・助言することができる。 

□ 児童生徒の安全の確保のための管理及び非常事態に対応するための危機管理を行うことができる。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標（特記事項） 

令和５年２月 

【副校長・教頭】特記事項             

項  目 特記事項 

① 学校経営 

※学校組織マネジメント 

□ 児童生徒や学校を取り巻く環境の変化を的確に捉え、法令や国・県・市町村の教育施策を踏まえた上で、校長と同様の視点をもって校長を補佐し、教育の在り方を熟 

慮し、校長の行う改革を支えることができる。 

□ 学校の教育目標について、校長を補佐し、学校の実態を踏まえ、教職員、児童生徒、保護者、地域の方々と連携しながらその作成や公表を支えることができる。 

□ 学校の教育目標達成へ向け、校長の指示のもと、研究体制を含む必要な組織体制を整備し、教職員を牽引することができる。 

□ 学校の教育目標については、校長の指示のもと、達成状況を常に検証し、結果を公表するとともに、それを踏まえて見直しを行うことができる。 

② 学校管理 

※リスク・マネジメント 

クライシス・マネジメント 

□ 校長を補佐し、日頃から、災害や学校事故等に備えて緊急時の安全・救急体制を整備し、防止のための諸行動を計画的・効果的に教職員に指導・助言することができる。 

□ 災害や学校事故等の不測の事態に対して、冷静かつ迅速に判断・指示し、教職員に組織的な行動をとらせることができる。 

□ 校長の指示のもと、学校運営にあたり、教職員とともに、どのような人的・物的・財政的・情報的な資源が必要かを考えて予算を立て、効果的・効率的に執行することが

できる。 

③ 教育計画 

※カリキュラム・マネジメント 

□ 校長の指示のもと、学校の教育目標の実現のため、児童生徒の実態に基づいて、適切な教育課程を編成し、教職員に指導・助言をすることができる。 

□ 校長を補佐し、学校の教育目標を実現するため、教科・領域ごとの教育計画を立案し、教育活動を効果的に実践することができる。 

④ 人材育成及び服務監督 

□ 児童生徒の能力の開発のために、教員が高い意欲をもって自己研鑽に努められるよう、教員一人一人の実態を把握しながら適切な指導・助言をすることができる。 

□ 教職員集団が、日々の教育実践を通して、お互い協力し高め合いながら教育活動を進める、学び合いの場となるよう、教職員を支えることができる。 

□ 法令遵守について高い意識をもち、自らが模範を示すことにとどまらず、校長を補佐し、教職員全員にコンプライアンス意識を定着させることができる。 

□ 教員がより高いパフォーマンスを発揮できるよう、勤務時間を適切に把握し業務の軽減を図るなど、校長を補佐し、働き方改革を進めることができる。 

□ 教職員の心身の健康管理に努めるなど、教職員のワーク・ライフバランスに関して適切な指導・助言をすることができる。 

⑤ 連携・協力体制の構築 

□ 校長の指示のもと、特別な支援や配慮が必要な児童生徒に対して適切な指導が行えるよう、関係機関と連携・協力体制を構築するとともに、教職員に指導・助言をするこ

とができる。 

□ 校長の指示のもと、開かれた学校づくりを推進するため、様々な方法で、学校のビジョンや教育活動の実態についての情報を発信することができる。 

□ 校長を補佐し、家庭や地域社会からの信頼感と連携・協働の意識を得ることができるよう教職員に指導・助言をすることができる。 

⑥ 職務遂行能力 
□ 高い使命感と誠実、公正、公平の意識を備えるとともに、自らの言動を絶えず省察し、自己研鑽に努めることができる。 

□ 豊かな経験と広い視野に基づき、児童生徒の成長を考え、教職員に校長の考えを共有させるよう努めるにことができる。 

※副校長については、教頭と異なり配置校によって異なる特命業務に従事し、校長を補佐する。 
※これまで校長の指標に準じていたが、異なる部分も存在することから新たに独自の特記事項を作成した。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標（特記事項） 

 

 

【主幹教諭】特記事項                                                                令和５年２月 

項 目 特記事項 

①学校運営・管理 

※学校組織マネジメント 

□管理職と同様の視点を持ち、学校の様々な教育課題に対応するため、具体的な取組や対応をとるなど、管理職を補佐することができる。 

□管理職を補佐して働き方改革を進め、学校運営の充実・活性化を図ることができる。 

②連携・協力体制の構築 
□管理職を補佐して開かれた学校づくりを推進するため、学校ビジョンや教育活動の実態についての情報を発信するなど、地域社会との連携を進めることができる。 

□学校と保護者との信頼関係づくりをより一層進めるため、教職員に助言をすることができる。 

③教育計画 

※カリキュラム・マネジメント 

□管理職の指示のもと、教育課程等の教育計画を立案することができる。 

□管理職の指示のもと、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、特別な支援や配慮が必要な児童生徒に対する適切な指導計画を立案することができる。 

④人材育成及び服務監督 

□教職員が高い意欲をもって研鑽に努められるよう、教員一人一人の実態を把握しながら適切な助言をすることができる。 

□管理職を補佐して教職員集団をまとめるため、学校組織マネジメントを活用して校務分掌間の連携や調整を行い、協働する体制を構築することができる。 

□基本的な法令等についての知識をもち、管理職を補佐して教職員全員にコンプライアンス意識を定着させることができる。 

⑤職務遂行能力 
□管理職と同様の視点をもち、学校経営・教育実践の中核的役割を果たすため、自らの言動を絶えず省察し、常に自己研鑽に努めることができる。 

□自らの豊かな教育経験と広い視野に基づき、校長が掲げる学校ビジョンを教職員に共有させることができる。 

 
※職の設置に伴い、新たに特記事項として作成した。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標（特記事項） 
 
 

【指導教諭】特記事項                                                                令和５年２月 

項 目 特記事項 

①学校運営・教育計画 

※学校組織マネジメント 

※カリキュラム・マネジメント 

□学校の様々な教育課題に対応するため、具体的な取組や対応を教職員に助言をすることができる。 

□教育課程等の教育計画を立案することに中心的な役割を果たすことができる。 

②研修等の充実 

□管理職の指示のもと、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、特別な配慮が必要な児童生徒に対する適切な指導や必要な支援に関して教職員に指導・助言する

ことができる。 

□管理職の指示のもと、教職員の個別最適な学びのために校内研修を充実させることができる。 

③人材育成及び業務の効

率化 

□Society5.0時代の到来に向け最新の知識・技術を普及させるため、教員のＩＣＴ活動指導力の向上を図ることができる。 

□授業や学級経営等の改善のため、教職員の授業力や指導力を向上させることができる。 

□管理職の指示のもと、教職員の業務量の軽減を図るため、業務の効率化を向上させることができる。 

④連携・協力体制の構築 
□管理職の指示のもと、開かれた学校づくりを推進し、学校のビジョンや教育活動の実態についての情報を発信することができる。 

□他校での研修等への助言を通して、教職員の学びの輪を広げるなど、学校や教職員間の連携・協力体制を構築することができる。 

⑤職務遂行能力 
□学習指導や学級経営のエキスパートとして、常に自己研鑽に努めることができ、教職員の資質能力の向上に役割を果たすことができる。 

□自らの豊かな教育経験と広い視野に基づき、校長が掲げる学校ビジョンを教職員に共有させることができる。 

 
※職の設置に伴い、新たに特記事項として作成した。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標 
 

【養護教諭】特記事項                                                              令和５年２月 

 

注）養護教諭については、その専門性を特記事項として示す。 

項 

目 

採用時の姿 

第１期（形成期） 第２期（成長期） 第３期（発展・充実期） 第４期（貢献・深化期） 

養護教諭の基盤づくり 専門性の向上 
学校保健におけるリーダー的役割の

遂行 

学校運営への参画・地域の学校保健

推進 

①

保

健

管

理 

□学校保健・安全に関する法令等を

正しく理解している。 

□保健管理に関する基礎的な知識や

技能を理解している。 

□学校保健情報や健康観察を通し

て、児童生徒の心身の実態を把握

し、管理職や地域の関係機関と連

携しながら適切な保健管理を実践

することができる。 

□教職員や保護者、地域の関係機関

と連携し、児童生徒の実態や発達

の段階に応じた効果的な保健管理

を実践することができる。 

□保健管理に関する校内研修を企

画・運営することができる。 

□児童生徒の個と集団の健康課題へ

の組織的対応において、その中核

的役割を担うことができる。 

□保健管理について、若手教員や地

域の養護教諭等に指導・助言をす

ることができる。 

□学校における事件・事故・災害等

の発生時に備え、学校内外の支援

体制を整えることができる。 

□保健管理について、教職員に指

導・助言をすることができる。 

②

保

健

教

育 

□児童生徒が生涯を通じて心身とも

に健康な生活を送るため、資質・

能力を育成することが重要である

と理解している。 

□学習指導要領の保健・安全に関す

る内容や養護教諭の専門性を生か

した指導について、理解してい

る。 

□保健教育における養護教諭の役割

を理解し、専門性を生かして学級

担任等と協働して保健教育を実践

することができる。 

□学級担任等と連携し、児童生徒の

実態に基づいた保健教育に計画的

に取り組むことができる。 

□様々な方法で家庭へ情報を発信

し、保護者の理解や協力のもと保

健教育を実践することができる。 

□学習指導要領に示されている各教

科等の関連や内容の系統性を理解

し、教育活動全体を通じて組織的

に保健教育を推進することができ

る。 

□地域の関係機関等と連携を図り、

保健教育への参画を効果的に推進

することができる。 

□保健教育について全体計画を作成

し、計画に沿った教育活動を教職

員に指導・助言をすることができ

る。 

③

健

康

相

談 

□健康相談の意義や法的根拠、心身

の発達段階に応じた健康課題につ

いて理解している。 

□子供の人間的成長を目指し、人権

を尊重しながら受容的な相談活動

を行うことができる。 

□保健室の機能や養護教諭の職務の

特質を生かし、いじめや虐待等の

早期発見・早期対応に努めること

ができる。 

□健康相談の基本的なプロセスを理

解し、教職員及び学校医等や保護

者、地域の関係機関等と連携した

健康相談を推進することができ

る。 

□児童生徒の心身の健康課題を総合

的に捉え、コーディネーター的役

割を自覚して支援体制の整備に努

めるとともに、組織的対応を働き

かけることができる。 

□校内委員会や事例検討会を積極的

に開催するなど、心身の健康課題

の解決に向けて、教職員に指導・

助言をすることができる。 

④

保

健

室

経

営 

□保健室の役割と養護教諭の職務に

ついて、理解している。 

□学校保健計画や保健室経営計画、

学校保健活動の基本を理解してい

る。 

□保健室の学校保健センター的役割

を認識し、児童生徒の一人一人の

特性や心身の状況、生活環境等に

応じた指導・支援をすることがで

きる。 

□教職員や保護者、地域の関係機関

等との関わりを深め、連携・協働

しながら保健室を経営することが

できる。 

 

□学校組織目標や実態に基づき、計

画的、組織的に保健室を経営する

とともに、その成果と課題を捉え

て改善を図ることができる。 

□保健・安全の視点を生かして学校

運営に参画し、教育活動全体で学

校保健を推進することができる。 

□地域の学校保健担当者との連携体

制を構築し、地域における学校保

健推進のコーディネーター的役割

を果たすことができる。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標 
 

【栄養教諭】特記事項                                                              令和５年２月 

 
注）栄養教諭については，その専門性を特記事項として示す。 

項
目 採用時の姿 

第１期（形成期） 第２期（成長期） 第３期（発展・充実期） 第４期（貢献・深化期） 

栄養教諭の基盤づくり 専門性の向上 学校給食におけるリーダー的役割の遂行 学校運営への参画・地域の学校給食推進 

①

食

に

関

す

る

指

導

 

給
食
の
時
間
の
指
導 

□食育の推進にお

ける栄養教諭の

役割や各教科等

との関連を図り

ながら、食育の

目標や内容を理

解している。 

□給食の時間における食に関する指導

を年間指導計画に位置付け、教室指

や資料提供等、担任等と連携・協働

することができる。 

□献立のねらいを明確にした献立計画

を担任等に提示し、学校給食を「生

きた教材」として活用し、給食の時

間における指導の充実を図ることが

できる。 

□各教科等における食に関する指導と相互

に関連付け、総合的かつ効果的な指導を

実践することができる。 

□食に関する指導により、児童生徒の行動

変容を確認し、担任等と結果を共有して

その後の指導に生かすことができる。 

□食に関する指導を包括的に把握し、適切

に評価・改善を図ることができる。 

□教科等横断的な視点から、教職員に対

し、情報提供や指導・助言を行うなど連携

を図ることができる。 

教

科

等

で

の

指

導 

□学校教育目標や児童生徒の実態をも

とに、各教科等との関連を図りなが

ら、食に関する指導の全体計画や年間

指導計画等を作成することができる。 

□給食主任等と連携しながら、学校にお

ける食に関する指導を推進すること

ができる。 

□学校指導要領に示されている食に関

する指導内容を踏まえ、学校の課題

解決のための食育を推進することが

できる。 

□専門的な立場から指導内容や課題に

ついて、担任等と協議することがで

きる。 

□各教科等やその他の教育活動において、そ

の内容の系統性や各学習の関連を図りな

がら、体系的・継続的に食育を推進するた

めの中核的な役割を担うことができる。 

□自らの実践を評価し、課題解決に向けて改

善を図ることができる。 

□専門的な立場から学校運営に参画し、

教育活動全体で食に関する指導を推進

することができる。 

□地域の学校との連携体制を構築し、地

域における食育を推進するコーディネ

ーター的役割を果たすことができる。 

個

別

的

な 

相

談

指

導 

□食に関する健康課題を有する児童生

徒に対し、学級担任や養護教諭、部

活動担当教員と情報を共有し、個別

の指導計画を立案することができ

る。 

□教職員や保護者、地域の関係機関等

と連携し、専門性を生かした指導・

助言をすることができる。 

□健康課題を有する児童生徒の身体状況、

栄養状態や食生活など課題を知り、家庭

や地域の背景、児童生徒の食に関する知

識、理解度等を考慮し、課題解決に向け

た指導することができる。  

□児童生徒の健康課題解決に向けて、教職

員の指導的役割を果たすことができる。 

□健康課題を有する児童生徒を支援するた

めの校内研修を企画、運営することがで

きる。 

②

学

校

給

食

の

管

理

 

栄

養

管

理

 

□学校給食の栄養

管理に関する法

令等を正しく理解

している。 

□栄養管理に関す

る基礎的な知識

や技能を理解し

ている。 

□児童生徒の食生活の状況を把握し、

学校給食摂取基準及び食品構成、地

場産物の活用に配慮した献立の作成

を行うことができる。  

□食に関して特別な配慮を必要とする

児童生徒に対し、配慮した献立の作

成を行うことができる。 

□食事状況調査や残食調査等による状

況把握の実施により、課題に応じた

適切な栄養管理を行うことができ

る。 

□各教科の内容や地場産物の活用、地

域の食文化などを関連付けた魅力あ

る献立の作成を行うことができる。 

□個々の児童生徒の健康状態の実態及び生

活活動の実態並びに地域の実情等に十分

配慮して、献立の作成を行うことができる。 

□児童生徒の食習慣調査等の結果をもとに

栄養管理を評価し、改善を図るととも

に、教職員に対して情報提供や指導・助

言を行うことができる。 

□栄養管理と食に関する指導を一体的に行

い、児童生徒の健康課題解決に向けた地

域の取組について、中核的な役割を果た

すことができる。 

□市町村の学校給食における栄養管理に

ついて、指導的役割を果たすことができ

る。 

 

衛

生

管

理

 

□学校給食の衛生

管理に関する法

令を正しく理解

している。 

□学校給食の衛生管理体制が十分機能

するよう、「学校給食衛生管理基

準」に定める衛生管理責任者として

の専門的な業務を行うことができ

る。 

□学校給食従事者や給食施設設備など

の衛生管理について、適切な指導・

助言を行うことができる。 

□学級担任等が行う衛生管理に係る指

導について、専門的な立場から指

導・助言をすることができる。 

□事故発生時の危機管理対応計画の作成な

ど、安全に関する危機意識をもち、その

課題を明らかにし、解決に向けた取組を

実践することができる。 

□教職員や学校薬剤師、関係機関等と連携

し、学校及び地域における衛生管理の改

善、充実を図ることができる。 

□市町村の学校給食における衛生管理に

ついて、指導的役割を果たすことができ

る。 
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茨城県公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する指標  
 令和５年２月 

 

項目 

 

採用時の姿 

第１期 

＜形成期＞ 

第２期 

＜成長期＞ 

第３期 

＜発展・充実期＞ 

第４期 

＜貢献・深化期＞ 

１～５年 ６～11 年 12～23 年 24 年～ 

指導力・幼児理解の向上
 

教職・指導の専門性の向上
 

園務分掌等の企画調整及び 
若手教員への支援 

園運営及び 
若手・中堅教員への支援 

基 

本 

的 

資 

質 

① 

教
職
に
必
要 

 
 

な
素
養 

 
 

【社会人として】 
□人間性が豊かで、言葉遣い、あいさつ、礼儀等の備えておくべきマナーをもって行動することができる。 
□ダイバーシティに関する知識があり、人権感覚をもって寛容の精神で人と接することができる。 
□コンプライアンス意識をもち、社会人として自分を律することができる。 
□コミュニケーション力を生かし良好な対人関係を構築することができる。 
□ストレスと身体の健康を適切に自己管理することができる。 
□ＩＣＴを活用するなど、社会の様々な情報を収集し、仕事に役立てることができる。 

【教員として】 
□幼児が好きで、幼児の気持ちや考えを理解するよう努めるなど、幼児の学びを支えることができる。 
□教職員組織の一員として、他の教職員の意見や考えに耳を傾け、学び続けることができる。 
□保護者や地域の声に耳を傾け、誠実に対応することができる。 
□学校教育に関する法令や知識・指導法等を積極的に取り入れながら、教育活動に取り組むことができる。 
□教育者として高いコンプライアンス意識を持ち、自覚と責任をもって教育活動に取り組むことができる。 
□ＩＣＴを活用して、教育に関する情報を収集し、教育活動に役立てることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
専 
門 
職 
と 
し 
て 
の 
教 
員 
に 
求 
め 
ら 
れ 
る 
力 
量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 
 
 
指 
 
 
導 
 
 
力 

 

 

 

 
指 
導 
計 
画 

□ 幼稚園教育要領等に示されてい
る指導計画の意義を理解し、指導計
画を作成することができる。 

 

 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
幼児の実態を踏まえながら、ねらいを明確
にした指導計画を作成することができる。 

□ 発達の段階を踏まえ、園や地域の行事と関連
付けたり、小学校との交流を取り入れたりしな
がら、具体的な指導計画を作成することができ
る。 

□ 実践後の反省や記録を基に、指導計画を
よりよいものに改善することができる。 

□ 園の教育課程等に基づき、具体的な指導
計画の作成について、他の教諭等へ適切な
指導・助言を行うことができる。 

□ 園や地域の実態を把握し、職員との話合
いに積極的に参加しながら、指導計画の評
価・改善に努めることができる。 

□ 園の教育課程等に基づく指導計画の作成
について、教諭等へ適切な指導・助言を行
うことができる。 

 
環 
境 
の 
構 
成 

□ 幼稚園教育要領等に示されてい
る幼稚園等における環境の構成の
意義を理解し、自分なりのアイディ
アをもっている。 

 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
幼児の実態を踏まえながら、興味や関心に
即した環境を構成することができる。 

 

□ 他の教諭等と連携を図りながら、幼児の発想
や素材の特性等を生かした環境を構成するこ
とができる。  

 

□ 園全体を視野に入れながら、地域の資源
を活用した環境を構成することができる。 

□ 他学級や他学年の教育の展開を踏まえ、
他の教諭等へ適切な指導・助言を行うこと
ができる。 

□ 地域との信頼関係を築き、地域の資源を
活用しながら、園全体の環境の維持・改善
に努めることができる。 

□ 環境の構成について教諭等へ適切な指導
・助言を行い、職員の自分らしさを生かし
ながら、園全体の教育の質を向上させるこ
とができる。 

 
保 
育 
技 
術 
 
 

□ 幼稚園教育要領等に示されてい
る幼児の興味・関心のある遊びを理
解し、基本的な保育技術を身に付け
ている。 

 

□ 幼児の興味・関心や集団の実態に沿った
教育を展開するために、保育技術（ＩＣＴ
の活用を含む）の向上に努めている。 

 

□ 幼児の興味･関心や集団の実態に沿った教育
を展開するために、専門的な保育技術の向上に
努めている。 

 

□ 園全体の教育の質の向上を意識し、より
高度で専門的な保育技術の向上に努めてい
る。 

□ 若手教員のモデルとなり、専門的な保育
技術について、他の教諭等へ適切な指導・
助言を行うことができる。 

□ 保育技術について教諭等へ適切な指導・
助言を行い、保育技術を向上させようとす
る意欲を高め、園全体の教育の質を向上さ
せることができる。 

 

指
導
の 
評 
価 

□ 幼稚園教育要領等に示されてい
る指導の評価の意義を理解してい
る。 

 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
幼児一人一人の育ちに目を向け、記録を基
に省察し、実践に生かすことができる。 

 

□ 幼児一人一人や集団の育ちに目を向け、記録
を基に多面的に省察し、実践に生かすことがで
きる。 

 

□ 園全体の取組について客観的に分析する
とともに、課題を明確にし、改善すること
ができる。 

□ 指導の評価について、他の教諭等へ適切
な指導・助言を行うことができる。 

□ 指導の評価について教諭等へ適切な指導
・助言を行い、職員のもち味やよさを生か
しながら、園全体の教育の質を向上させる
ことができる。 

 
 
 
③ 
 
幼 
児 
を 
理 
解 
し 
 
、

援 
助 
す 
る 
力 

 

 
応 
じ 
た 
援 
助 

 
発 
達 
の 
特 
性 
に 
 

□ 幼児期の発達の特性について理
解している。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
幼児期の発達の過程について理解し、幼児
一人一人の発達の特性に応じた援助をする
ことができる。 

 

□ 保護者の願いや思いを受け止め、他の教諭等
と連携を図りながら、幼児一人一人の発達の特
性に応じた援助をすることができる。 

□ 園全体を視野に入れながら、幼児一人一
人の発達の特性に応じた援助をすることが
できる。 

□ 幼児一人一人の発達の特性に応じた援助
について、他の教諭等へ適切な指導・助言
を行うことができる。 

□ 幼児一人一人の発達の特性に応じた援助
について、教諭等へ適切な指導・助言を行
い、園全体の教育の質を向上させることが
できる。 

 
な
幼
児 
へ 
の 
対 
応 

 
特 
別 
な 
配
慮 
が 
必 
要 
 

□ 特別支援教育についての基本的
な考え方を理解している。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
特別な配慮が必要な幼児の実態について把
握し、幼児や保護者に対して適切に対応す
ることができる。 

□ 個別の教育支援計画、個別の指導計画を 
 基に、個に応じた指導や必要な支援を行う 
 ことができる。 
 

□ 特別な配慮が必要な幼児の実態について多
面的に把握し、他の教諭等と連携を図り、小学
校との接続を視野に入れながら、幼児や保護者
に対して適切に対応することができる。 

□ 特別な配慮が必要な幼児への理解や関わ
り方について専門性を高め、小学校、特別
支援学校との接続や関係機関との連携を視
野に入れながら、幼児や保護者に対して適
切に対応することができる。 

□ 特別な配慮が必要な幼児への対応につい
て、他の教諭等へ適切な指導・助言を行う
ことができる。 

□ 必要に応じて小学校や特別支援学校及び
関係機関と連携しながら、保護者を支援す
る体制を構築することができる。 

□ 特別な配慮が必要な幼児やその保護者へ
の対応について、教諭等へ適切な指導・助
言を行うことができる。 

 
教 
育 
相 
談 

□ 教育相談についての基本的な考
え方を理解している。 

□ 幼児の思いや保護者の悩み、要望等を誠
実に受け止め、管理職や他の教諭等の指導
・助言の下、問題の解決に向けて教育相談
を行うことができる。 

□ 幼児の思いや保護者の悩み、要望等を誠実に
受け止め、管理職や他の教諭等と連携を図りな
がら、問題の解決に向けて適切に教育相談を行
うことができる。 

□ 教育相談の在り方や技法について専門性
を高め、関係機関との連携を視野に入れな
がら、幼児や保護者に対して適切に教育相
談を行うことができる。 

□ 教育相談について、他の教諭等へ適切な
指導・助言を行うことができる。 

□ 必要に応じて関係機関と連携しながら、
保護者を支援する体制を構築することがで
きる。 

□ 教育相談について、教諭等へ適切な指導
・助言を行うことができる。 

【幼稚園教諭等】 
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④ 
 
学 
 
級 
 
を 
 
経 
 
営 
 
す 
 
る 
 
力 

 
作 
成 
・ 
実 
践 

 
経 
営 
案 
の 

 

□ 学級経営の意義や基本的な進め
方について理解し、学級経営案を作
成することができる。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
目標を明確にした学級経営案を作成し、実
践することができる。 

□ 学級の実態を的確に捉え、目標を明確にした
学級経営案を作成し、他の教諭等と連携を図り
ながら実践することができる。 

□ 教育目標を具現化する視点から学級経営
案を作成し、他の教諭等と連携を図りなが
ら実践することができる。 

□ 経営案の作成について、他の教諭等へ適
切な指導・助言を行うことができる。 

□ 教諭等が自信をもって学級経営に取り組
むことができるよう、協力的な指導体制を
整えることができる。 

□ 学級経営の進捗状況を確認し、教諭等へ
適切な指導・助言を行うことができる。 

 
経 
営 
の 
評 
価 

 

□ 学級経営の評価の意義を理解し
ている。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
各園の評価項目に沿って学級経営を振り返
ることができる。 

□ 学級経営について多面的に省察し、他の教諭
等と連携を図りながら実践に生かすことがで
きる。       

 

□ 園全体を視野に入れながら、学級経営に
ついて多面的に省察し、他の教諭等と連携
を図りながら実践に生かすことができる。 

□ 学級経営の評価について、他の教諭等へ
適切な指導・助言を行うことができる。 

□ 学級経営について、組織的・計画的な評
価を行う体制づくりに努めることができ
る。 

□ 学級経営の評価について、教諭等へ適切
な指導・助言を行うことができる。 

 
家 
庭 
と 
の 
連 
携 

 

□ 家庭との連携の重要性について
理解している。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
適切に家庭との連携を図ることができる。 

□ 適切に家庭との連携を図り、保護者とよりよ
い関係を築くことができる。 

□ 関係機関との連携を視野に入れながら、
適切に家庭との連携を図り、保護者とより
よい関係を築くことができる。 

□ 家庭との連携について、他の教諭等へ適
切な指導・助言を行うことができる。 

□ 必要に応じて関係機関と連携しながら、
組織として保護者を支援する体制を整える
ことができる。 

□ 家庭との連携や保護者への支援につい
て、教諭等へ適切な指導・助言を行うこと
ができる。 

 
事 
務 
処 
理 

 

□ 学級事務を処理する基本的な技
能を身に付けている。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、
適正に学級事務を処理することができる。 

□ 他の教諭等と連携を図りながら、適正かつ迅
速に学級事務を処理することができる。 

□ 園全体を視野に入れながら、他の教諭等
と連携を図り、適正かつ迅速に学級事務を
処理することができる。 

□ 学級事務の処理について、他の教諭等へ
適切な指導・助言を行うことができる。 

□ 教諭等が、適正かつ迅速に学級事務を処
理することができるよう、教諭等へ適切な
指導・助言を行うことができる。 

 
 
 
⑤ 
 
園 
 
運 
 
営 
 
に 
 
関 
 
す 
 
る 
 
力 

 
園 
務 
分 
掌 
の 
遂 
行 

 

□ 園務分掌の意義を理解し、組織の
一員として園務を遂行しようとす
る心構えをもっている。 

□ 園務の内容について理解し、管理職や他
の教諭等の指導・助言の下、組織の一員と
して園務を遂行することができる。 

□ 他の教諭等と連携を図りながら、組織の一員
として園務を遂行するとともに、園運営に積極
的に参画することができる。 

□ 園全体を意識し、小学校や関係機関との
連携を視野に入れながら園務を遂行すると
ともに、園務分掌の企画調整に当たること
ができる。 

□ 園務分掌の遂行について、他の教諭等へ
適切な指導・助言を行うことができる。 

□ 園の課題を踏まえ、小学校や関係機関と
の連携を視野に入れながら、職員のもち味
やよさを生かして適切に役割分担を行うと
ともに、園務分掌の改善を図ることができ
る。 

□ 園務分掌の遂行について、教諭等へ適切
な指導・助言を行うことができる。 

 
危 
機 
管 
理 

 

 □ 危機管理の意義を理解し、危機
管理に必要な基礎的な知識を身に
付けている。 

□ 管理職や他の教諭等の指導・助言の下、危機管理マニュアルに沿って、幼児が安心・安全に
生活できる環境を整えることができる。 

□ 事故発生時には、的確な判断及び迅速な対応ができる。 

□ 危機管理マニュアルを整備し、幼児の安全確保のための管理及び非常事態に対応するた
めの園内体制を構築することができる。 

□ 事故発生時には、関係機関との連携を視野に入れ、的確な判断及び迅速な対応ができる。 

成
・
実
施
・
評
価 

教 
育 
課 
程
等 
の
編 

□ 教育課程等の役割や編成の意義
を理解している。 

□ 教育課程等の役割や編成の基本的な考え
方について理解し、教育課程等を基づいた
教育を展開することができる。 

□ 幼児の生活経験や発達の過程などを考慮し
て、教育課程等の編成に参画し、教育課程等に
基づいた教育を展開することができる。 

□ 創意工夫し、幼児の心身の発達と園及び
地域の実態に応じた教育課程等を編成・実
施・評価することができる。 

□ 教育課程等の編成・実施・評価について、
他の教諭等へ適切な指導・助言を行うこと
ができる。 

□ カリキュラム・マネジメントの視点から、
教育課程等を編成・実施・評価し、改善を
図ることができる。 

□ カリキュラム・マネジメントの視点から、
教育課程等の編成・実施・評価について、
教諭等へ適切な指導・助言を行うことがで
きる。  

 
 
研 
 
 
修 

 

園 
内 
研 
修 

□ 研修の意義を理解し、自分の課題
を把握している。 

□ 研修に積極的に参加し、園や自分の課題
解決に向けた取組を考えることができる。 

□ 他の教諭等と協議し、園や自分の課題解決に
向けた取組を見いだすことができる。 

□ 中心的役割として研修を企画・運営し、
研修体制を整えることができる。 

□ 研修体制を構築し、園全体で学び合う質
の高い職員集団をつくることができる。 

園 
外 
研
修 

□ 研修の成果を他の教諭等と共有し、実践
に生かすことができる。 

□ 研修の成果を他の教諭等と共有するととも
に、園や自分の課題解決の手がかりを見いだす
ことができる。 

□ 向上心をもって研修に参加し、専門性や
リーダー性を高めるとともに、研修の成果
を他の教諭等と共有し、園全体の教育の質
を向上させることができる。 

□ 職員の課題やニーズに応じた研修に進ん
で参加できるよう、職員の自己研鑽の場を
確保することができる。 
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